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女性の分業意識と男性の家事・育児

孫 詩

１．は じ め に

本稿は家庭内の役割分業に関する規定要因の既

存データと二次分析を用い、女性の性別役割意識

と男性の家事・育児との関連性に焦点を当てて整

理する。特に男性の家事・育児がどのように捉え

られ、女性の意識とともにどういう規定要因をめ

ぐって議論されてきたのかに注目したい。

まずはなぜ性別役割分業の意識（以下は「意識」

と称する）と現状を取り上げるのかについて説明

する。近代化以降の経済発展やフェミニズム運動

などにより、『男女雇用機会均等法』が施行され、

女性の高学歴化も見られた。ただし、女性の社会

進出や共働き世帯の増加が進んだ一方、伝統的な

性別役割分業意識が相変わらず根強く存在し（上

野1990、山田2005）、男性の稼得役割と女性の家

庭役割が結婚・出産によってより固定化すること

も明らかになった（松信1995）。数多くの調査デー

タ（全国家族調査、内閣府男女共同参画調査、総

務省社会生活基本調査など）で示唆されたように、

女性の家事・育児時間が圧倒的に多く、男性との

分担に偏りが見られる。しかもニーズが高いほど

女性の家庭内労働時間だけが一方的に長くなるこ

とが分かった。よって、男女間の収入、学歴、職

業威信、サービス利用可能性などの相対資源格差

が縮み、学歴とキャリアの蓄積で女性の意識が変

化を見せてきたにもかかわらず、実際男性の家

事・育児がそれほど進まない理由を整理してみた

い。その際、意識と現状の関連性に焦点をあてる

ことで、関連の有無と有様を踏まえ、意識の効果

と限界をまとめてみる。

また、家庭内の役割分業を検討においては、1960

年代の資源理論 をはじめ、ニーズ、相対資源、意

識などの要因からいくつかの仮説や理論が挙げら

れた。規定要因の構造からみれば、家庭内に家事・

育児などのニーズが存在し、協力可能な親世帯が

同居・近居の場合そのニーズは一部解消されてい

く。残った分は夫婦双方により分担し、それぞれ

自らの経済的、文化的資源を用いて公的・私的サー

ビスの活用で対応する。そのなかに雇用制度の柔

軟さや時間的の余裕も資源の一部とみなされる。

さらにニーズの出現と解消において、具象的・構

造的に親同居・近居の有無、夫婦双方の雇用状況、

所有する相対資源の差と抽象的・情緒的に夫婦双

方の分業意識、互いの情緒的支援の働きかけで分

業が決められていくことが分かった。Sheltonと

John（1996）の整理によると、それ以降の二次分

析もこういった要因のいずれか、または組み合わ

せによって役割分業が説明される。ただし、性別

役割分業を検討するとき、男性の家事・育児が如

何に捉えられてきたのかをおさえておく必要があ

る。

そのため、本稿では女性の意識と男性の家事・

育児を規定する要因から整理し、両方の関連性に

焦点を当てて、先行する二次研究がどのような視

点で行われてきたのかを調査データと照らし合わ

せながらまとめていく。主に提示する文献は表１

のとおり、『家族社会学研究』の掲載論文を糸口に、

そこで引用され、中核となる研究ならびに調査を

取り上げて整理する。

なお、本稿で主に提示した「全国家族調査」

（1999、2004、2009）、「夫婦の生活意識に関する調

査」（1994）、「女性のライフスタイルに関する調査」

（1995）は実施時期からみればそれほど新しいもの

ではないが、女性の意識と夫婦の生活実態に力点

を置いた調査票の性格ならびに少子化、高学歴化
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表
１

主
要
文
献
と
調
査
概
要

論
文
タ
イ
ト
ル

著
者

調
査

名
分
析
対
象
（
母
数
)

調
査
主
体

『
母
親
の
就
業
は
子
ど
も
に
影
響
を
及
ぼ
す
の
か
：
職
業
経
歴
に

よ
る
差
異
』

末
盛
慶
（
20
02
）

思
春
期
の
子
育
て
と
家
族
生
活

に
関
す
る
調
査

八
王
子
・
町
田
両
市
在
住
、
長
子
中
学
生

の
有
配
偶
女
性
（
45
1）

研
究
代
表
者
：
石
原
邦
雄

『
夫
婦
の
労
働
時
間
と
家
事
時
間
の
関
係
―
社
会
生
活
基
本
調
査

の
個
票
デ
ー
タ
を
用
い
た
夫
婦
の
家
事
時
間
の
規
定
要
因
分
析
』

松
田
茂
樹
・
鈴
木
征
男

（
20
02
）

平
成
８
年
社
会
生
活
基
本
調
査

全
国
66
00
調
査
区
か
ら
選
定
し
た
10
歳

以
上
の
世
帯
員
（
12
00
組
）

総
務
庁
（
現
総
務
省
）

『
女
性
の
学
歴
と
再
就
職
―
結
婚
・
出
産
退
職
後
の
労
働
市
場
再
参

入
過
程
の
ハ
ザ
ー
ド
分
析
』

平
尾
桂
子
（
20
05
）

19
95
年
名
古
屋
市
立
小
学
校

就
学
児
保
護
者
調
査

名
古
屋
市
立
小
学
校
４
、
５
年
生
の
母
親

（
55
6）

研
究
代
表
者
：
平
尾
桂
子

『 家 族 社 会 学 研 究 』 掲 載 論 文

『
職
業
生
活
の
家
族
生
活
へ
の
影
響
―
育
児
期
後
の
女
性
の
家
族

生
活
ス
ト
レ
ー
ン
の
規
定
要
因
―
』

西
村
純
子
（
20
05
）

全
国
家
族
調
査
（
N
F
R
J9
8）

末
子
７
歳
以
上
19
歳
以
下
で
夫
と
同
居

し
、
介
護
を
担
う
女
性
（
43
6）

日
本
家
族
社
会
学
全
国
家

族
調
査
委
員
会

『
夫
の
家
事
参
加
と
妻
の
夫
婦
関
係
満
足
度
―
妻
の
夫
へ
の
家
事

参
加
期
待
と
そ
の
充
足
度
に
注
目
し
て
―
』

李
基
平
（
20
08
）

夫
婦
の
生
活
意
識
に
関
す
る
調

査

首
都
圏
20
－
49
歳
の
子
ど
も
が
い
る
有

配
偶
女
性
（
88
6）

生
命
保
険
文
化
セ
ン
タ
ー

『
子
育
て
期
に
お
け
る
妻
の
家
庭
責
任
意
識
と
夫
の
育
児
・
家
事
参

加
』

中
川
ま
り
（
20
10
）

現
代
核
家
族
調
査

首
都
圏
妻
35
－
44
歳
、長

子
小
学
生
―
高

校
生
、
夫
同
居
世
帯
（
68
2）

家
計
経
済
研
究
所

『
妻
の
家
計
貢
献
が
夫
の
性
別
役
割
分
業
意
識
に
及
ぼ
す
影
響
』

島
直
子
（
20
11
）

全
国
家
族
調
査
（
N
F
R
J0
3、

08
）

65
歳
以
下
有
職
・
有
配
偶
男
性
（
N
F
R
J

03
＝
17
44
、
N
F
R
J0
8＝

14
68
）

同
上

『
現
代
家
族
の
構
造
と
変
容
―
全
国
家
族
調
査
に
よ
る
計
量
分
析
』

渡
辺
秀
樹
、稲

葉
昭
英
、

嶋
崎
尚
子
編
（
20
04
）

全
国
家
族
調
査
（
N
F
R
J9
8）

19
98
年
末
時
点
で
満
28
－
77
歳
男
女

（
10
50
0）

同
上

全 国 家 族 調 査

『
第
３
回
家
族
に
つ
い
て
の
全
国
調
査
（
N
F
R
J0
8）
第
２
次
報
告

書
第
３
巻
：
家
族
形
成
と
育
児
』

福
田
亘
孝
、
西
野
理
子

編
（
20
11
）

全
国
家
族
調
査
（
N
F
R
J0
8）

20
08
年
末
時
点
で
満
28
－
77
歳
男
女

（
94
00
）

同
上

『
少
子
化
時
代
の
ジ
ェ
ン
ダ
ー
と
母
親
意
識
』

目
黒
依
子
、
矢
澤
澄
子

編
（
20
00
）

女
性
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に
関

す
る
意
識
調
査

東
京
都
内
在
住
25
-3
9
歳
女
性
（
11
05
）

研
究
代
表
者
：
目
黒
依
子

『
夫
婦
の
家
事
労
働
時
間
に
与
え
る
家
事
労
働
に
関
す
る
態
度
の

影
響
』

貴
志
倫
子
、
平
田
道
憲

（
19
99
）

19
96
年
広
島
市
核
家
族
世
帯

調
査

広
島
市
核
家
族
世
帯
夫
婦
の
中
、
就
業
形

態
が
明
ら
か
な
妻
（
63
）

研
究
代
表
者
：
平
田
道
憲

そ の 他

『
パ
ネ
ル
デ
ー
タ
か
ら
み
た
現
代
女
性
―
結
婚
・
出
産
・
就
業
・
消

費
・
貯
蓄
』

樋
口
美
雄
、
岩
田
正
美

編
著
（
19
99
）

消
費
生
活
に
関
す
る
パ
ネ
ル
調

査
（
19
93
－
19
97
年
）

19
93
年
満
24
－
34
歳
女
性
（
15
00
）

家
計
経
済
研
究
所

『
女
性
の
就
労
行
動
の
学
歴
差
―
夫
の
収
入
と
妻
の
就
労
』

真
鍋
倫
子
（
20
04
）

JG
S
S
（
Ja
p
a
n
es
e
 
G
en
er
a
l

 
S
o
ci
a
l 
S
u
rv
ey
s）
20
01
、
20
02

60
歳
未
満
の
有
配
偶
女
性
（
JG
S
S
01
＝

79
7、

JG
S
S
02
＝
74
5）

大
阪
商
業
大
学
比
較
地
域

研
究
所

『
少
子
高
齢
社
会
の
み
え
な
い
格
差
―
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
世
代
・
階
層

の
ゆ
く
え
』

白
波
瀬
佐
和
子（

20
05
）

19
95
年
社
会
階
層
と
社
会
移

動
全
国
調
査

19
95
年
満
20
－
69
歳
全
国
男
女
（
26
53
）

社
会
階
層
と
社
会
移
動
全

国
調
査
研
究
会



が進行する中で行われた二次分析による充足に特

徴がある。また、男女共同参画と育児・介護休業

が取り組み始めた当時の調査とそれ以降の調査と

照らしあうことで、時代背景において意識と現状

の変化を縦断的に概観する試みも期待される。

したがって、本稿は第２章で女性の意識を規定

する要因から整理し、そこで女性の選択ならびに

ライフスタイルをまとめる。続いて第３章は男性

の家事・育児を左右する要因を踏まえ、とりわけ

女性の期待とのギャップに注目し、女性の意識が

男性の絶対的参加に対する効果の限界をおさえて

おく。さらに第４章で男性の相対的分担を議論し、

女性の意識と関連性を示した二次研究をレビュー

しつつ、促進と制約の両方から概観する。最後は

意識と家事・育児の現状をめぐる研究の課題を整

理し、締めくくりとする。

２．女性の性別役割分業意識

(１)女性の意識を規定するもの

意識は長い間の生活経験から形成されてきたも

のであるため、まずは価値観の世代的効果に注目

する。女性は家族、主に両親と関係する中でさま

ざまな役割を果し、期待される規範を実践しなが

ら個人の意識や価値観が形成され内面化する。末

盛（2002）は母親の就業状態が子どもに及ぼす影

響から、就業継続の母親を持つ子どもの独立心

がほかの群より有意に高いと検証した。世代仮説

を提起した白波瀬（2005）は1995年 SSM 調査の

データを用い、両親のライフスタイル、特に母親

の就労状況が子どものロールモデルとして内面化

され、性別役割分業意識の形成に影響すると考察

した。結果として、母親の就労状況、職業経歴な

どが娘の意識と関連していることが分かった。た

だし、そこでもう一つ示唆されたことは世代間の

影響効果は娘の学歴によって間接的に実現したも

のであるという。

かくして女性本人の学歴や就労からすると、高

学歴女性のキャリア志向などがよく指摘される一

方、中川（2010）の研究では家庭に対する責任意

識は学歴と就労状況によって有意に弱くなる傾向

が明らかになった。それは「学歴の高さにつれて

男女平等の価値を会得し、性別役割分業について

も否定的になりやすい」という白波瀬（前掲書：

86-87）の分析と一致する。また、就労することで

男女間の相対資源格差も縮小し、事実上伝統的な

性別役割分業を反駁する経済的な基礎ができたと

考えられる。したがって親世代の生き方や母親の

就労状況といった間接的な要因だけではなく、女

性自身の学歴と就労状況が性別役割分業を決定す

る上で最も重要な意味を持つことであると論じら

れた。

さらにもう一つ、女性が結婚・出産によって妻・

母になったとき、家庭責任を担う妻役割や母役割

が暗黙のうちに期待される。いわゆる社会規範の

影響である。娘であった時から家族、学校、会社、

ならびに社会全体との相互関係で意識が定着して

きたと前にも検討したが、特に結婚・出産するこ

とが性別役割分業体制を具現化する契機であると

言われ、「夫を支え、子どもを育つ良妻賢母」など

の規範が今でも存在している。しかも女性自身が

このような規範をどう認識しているのかが肝心で

あり、全国家族調査のデータを用いた西野（2011）

によれば、調査当時の経済不況や夫との経済的資

源格差などの理由で女性の性別役割分業意識が保

守化傾向を示したことも分かった。

要するに女性の意識を規定するものとして、ラ

イフコースにおいてみれば、親世代の分業、特に

母親の就労状況が間接的に影響力をもち、さらに

女性自身の学歴や就労によって蓄積された相対的

資源と妻・母を取り巻く社会規範に対する賛否が

挙げられる。そこで女性の意識と行動をつなげて

いく「選択」はどうだろう。

(２)女性の選択

男性の収入と女性の就業率に着目し、1930年頃

アメリカの経済学者ダグラスが指摘した負の相関

関係について、有沢は日本で「夫の収入が高いほ

ど妻の就業率が低い」という現象を実証し、「ダグ

ラス＝有沢法則」が知られた。当経験則が示した

既婚女性の就業、いわゆる夫婦間の役割分担と男

性の収入との関係についてさらなる二次分析も行

女性の分業意識と男性の家事・育児 95



われた。しかし、1990年以降の資源理論が示唆し

た階層問題を組み込む必要性に関して岩間（2008）

の指摘によれば、当時の法則の検証は24－34歳の

対象を用いたにもかかわらず、階層性がはっきり

していなかったため、実際に対象の幅を広げると

支持率が低くなることが否定できない。1997年の

消費生活に関するパネル調査データを用いた川口

（2002）も法則の有効性を実証したのに対して、真

鍋（2004）が JGSS2001-2002データ で近年法則

の崩壊傾向を示唆した。その中で特に既婚女性を

学歴別にしてみると、大卒以上の高学歴層では一

見法則通りであるけれども、キャリア志向で共働

きになるケースと夫の収入が高いと妻の就労率が

低くなるケースに分かれる。また、高卒以下の学

歴層では夫の収入と妻の就労との関連が崩れつつ

あると説明された。すなわち女性の経済的資源は

学歴の影響で変わりつつ、また就労活動などに反

映したと考えられる。しかも就労するか否かの選

択は相対資源に影響されるものだとわかった。

そこで意識にともなう選択を改めて見てみよ

う。女性の選択は①強制的②合理的③主体的④無

意識的に区別されるが、①は主に家父長制をはじ

めとする家庭内の権力関係や社会規範の影響で、

②は前述の相対資源論や時間制約論、ニーズ論な

どにあてはめる、③はむしろ女性自らのイデオロ

ギーや責任意識に左右された選択で、④は社会規

範や文化で説明されると指摘された（加藤1997）。

ただし、時々無意識的に特定の役割に誘導され、

自発的選択のニュアンスも強くみえる。いわゆる

そこに文化の「誘導」作用が存在する。文化といっ

ても抽象的なものに限らず、教育環境や生活環境

からある行動様式に快適さを覚えさせて好感を持

たせることで伝統的な女らしさへと誘導する可能

性もあり、特に女性文化の場合は家父長的なもの

を含めて誘導の方向に複数の力が働いていると指

摘された。女性に特性を持たせ、価値をつけるこ

とで、家事・育児・介護のできる妻は有能、弱く

て庇護を求める女や男性に性的なまなざしで見ら

れる女は魅力的であることが意識的・無意識的に

影響を及ぼしている。ジェンダーの再生産を検討

するとき、世代間の親子影響効果や特定社会の全

体において女性性が永続していることが構造全体

の「新陳代謝」であると論じられた。

(３)女性のライフスタイル

このような社会全体の規範と個々人が持つ資源

の変化において女性の意識を把握するため、「女性

のライフスタイルに関する意識調査」（1995）を取

り入れてみる。高学歴化、晩婚化、少子化などの

時代動向において、当事者である女性たちの意識

を明らかにすることが目的で、東京都内25－39歳

の女性3000人を対象にし、当調査が行われた。有

効回収率36.8％のなか、大学・大学院卒は29.1％

を占め、既婚者59.2％であり、若くて学歴の高い、

高収入の職業に就く女性が多いことが特徴として

挙げられる。

調査の内容からみると、自立のために重要だと

思われることは女性の場合家事・育児がよく挙げ

られているが、男性に対する育児（重要19.5％、

やや重要56.3％）の期待は家事（重要17.3％、や

や重要52.9％）より高い。育児と家事の間にある

違いはとても興味深く、男女の自立における位置

づけが描かれる。さらに、女性の損得感について、

「女性は家庭や仕事、趣味などを選択しながら人生

をおくることができるから得だ」と賛成する人が

多く（そう思う10.5％、ややそう思う31.8％）、

「女性は家事や育児の責任を負わされるから損だ」

と思う人（そう思う14.8％、ややそう思う32.7％）

もほぼ同じくらい存在する。調査対象の学歴を考

えながら、目黒（2000：14）の指摘によれば、む

しろ年齢が高くなるほど、収入が低くなるほど、

学歴が低くて生活がつらいほど世の中は甘くな

い、あるいは甘く考えてはいけないと分かってい

るかもしれない。

一方、学歴をめぐる分析では高年齢で高学歴グ

ループほど「女性の幸福は結婚にあるのだから女

性は結婚したほうがよい」という意見に反対し、

女性たちのジェンダー意識は学歴に大きく影響さ

れ、生き方が決められたことや現在のジェンダー

役割に不満を持つ人は高学歴者層で多くいると示

した（目黒2000：11-24）。けれども矢澤（2000）
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が指摘した社会規範と女性のアイデンティティに

あるジレンマが相変わらず存在し、特に日本の社

会では母親の育児責任を強調する複数の神話はい

まだに根強く浸透している。加えて女性自身に「母

子一体感」を「幸せな家庭」と同一視する傾向」

（前掲書：186）があり、子どもを自己実現の道具

として扱って満足感を求めていることも自己中心

的な母性神話の内面にあるという。そこでまた人

生の目標に注目し、特に大きな目標として挙げら

れたことに仕事関係の回答が37.2％で大きく占

めている一方、「幸せな家庭を築く」という答えは

69.5％も占める。その「幸せな家庭」を「女性が

素朴に「仕事も家庭も」を望んでも実現は容易で

はないから屈折していかざるを得ない」と解釈し

た（舩橋2000：47-48）。男女平等の教育を受け権

利意識を持ちながら一定の学歴を有する女性だか

ら性別役割分業を好まないが、職業意識が弱く現

状を抜け出すための力不足という当時の実態も指

摘されていた。

現代社会において女性の社会進出や高学歴化が

進み、ともなって男女間の経済的、文化的な相対

資源も変わってきたが、その変化は女性の結婚観

や役割観などの意識的な部分に影響を及ぼした一

方、次章では男性の家事・育児の規定要因を整理

しながら女性の期待から見てみたい。

３．男性の家事・育児と女性の期待

第二章では女性の性別役割分業意識を規定する

学歴・キャリアなどの相対資源や社会規範に対す

る賛否といった要因をまとめた。ところが性別役

割分業が流動的になりつつ、男性の家事・育児が

あまりよく進んでいないことも指摘される。その

ため本章は男性の家事・育児参加を規定する要因

から整理し、女性の意識とのギャップおよび参加

の現状を概観する。

(１)男性の家事・育児参加を規定するもの

本節においては日本家族社会学会全国家族調査

委員会により実施された全国家族調査（1999、

2004、2009）を軸にして男性の家事・育児の規定

要因を整理する。当調査は家族研究を促進するた

めにデータを提供し、新しい知識の創造を資する

ため、社会文化的、人口学的に質の高い信頼性を

有するデータを収集してきた。三つの調査はいず

れも全国レベルのもので、1999年は28－77歳の

男女10500人を対象にし、有効回収率66.52％、

2004年からは調査時48歳以上のものに中高年調

査票、47歳以下のものに若年調査票を用意し、

10000人の男女から6302票回収した。2009年は

28歳、48歳、62歳と72歳を区切りに若年、壮年、

高年の男女9400人に対して調査を行い、有効回収

率は55.35％であった。調査対象者の基本情報以

外、夫婦間のサポート、家事・育児参加、夫婦関

係満足度、生活の質、子ども・親・兄弟・義親な

どについても設問した。実際の対象者性格は1999

年に中高年者、女性、非大都市部住居者、有配偶

者、有業者、中高等教育修了者の割合が高いと見

られ（渡辺2004：23）、後二回の調査においても高

学歴化が進んでいると分かった。

なお本節は家庭の構造や夫婦間の権力関係に限

らず、職業生活も取り入れてまとめる。1999年の

全国家族調査データを用いた分析の結果、労働時

間が長いほど家族内の負担感が高い傾向が見られ

た。ストレスの研究において、個人が経験する困

難、挑戦、葛藤およびその他の問題はストレーン

という概念で把握される。そして、家族生活のス

トレーンの規定要因を明らかにするため、西村

（2005）の研究においては仕事に関する仮説を立て

て線形モデルから「仕事による時間的制約は家族

領域での役割過重を発生させる」ことを証明した。

中川（2010）の指摘では、女性の家庭責任意識は

有意な影響力を持つ反面、職業に対する責任感は

それほどの効果を持っていないと分かった。ただ

し、職種別に負担感の高低が異なると指摘された

ものの、量的調査のデータだけではメカニズムま

で特定できない限界もあると分かった。しかも特

に男性の職業生活を検討する場合、職種だけでは

なく、通勤時間、労働時間、育休の有無など雇用

制度や企業風土などの要素も具体的に把握する必

要があり、夫の家事・育児参加と繫がることも白

波瀬（2005）に示唆された。
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そして松田（2005）の分析で末子年齢が上がる

ほど夫の家事・育児参加が有意に低く、親世帯が

同居している場合、ニーズの絶対量が下がるから

参加度が低くなるという家庭内の家事・育児遂行

ネットワークが明らかになった。その上、家事と

育児の代替可能性から、夫の労働時間が長いと特

に育児参加が抑制されることが改めて指摘され

た。また、妻の年収割合それぞれ20％と40％以上

を区切りに大きくなるほど夫の家事と育児の参加

も増える。まとめてみれば、夫の家事参加に家事

の量、時間的制約、夫婦間の相対資源が影響力を

持つと示唆され、育児参加に関しては末子の年齢

と時間の余裕が支持されたが、使ったデータの違

いで久保（2007) の研究と同じ結果とはならな

かった。特にそこで留意すべきことに、家事・育

児の時間を見る時、夫の分担で減らせる家事・育

児労働と夫が参加しても質的にあまり変わらない

部分があるという。

また、女性の家計貢献が夫の分業意識に影響を

及ぼす時、夫の社会経済的地位との間に交互作用

が存在するかもしれないと推測し、島（2011）は

全国家族調査2004、2009のデータを使って分析し

た。その結果、妻の家計貢献度が高いほど夫は性

別役割分業を否定する傾向があると示され、しか

もその影響は社会経済的地位によって異なる。特

に高学歴高収入で社会経済的地位の高い層に顕著

である。「男性意識」の可能性が十分支持されてい

なかったが、妻の家計貢献度が50％以上になる

と、社会経済的地位の低い夫は高い夫ほど性別役

割分業を否定しないことは分かった。家庭内の役

割分業形態は女性の意識に限らず、相対資源をは

じめ、複数の要因がともに働きかけた結果である。

加えて全国家族調査の二次分析によれば、仕事

を持つ女性、とりわけフルタイムで働く女性は家

庭内の分業を携わるため役割過重の状況におかれ

ているが、家計の貢献度で男性の家事・育児参加

に影響力を持つと示唆された。ほかに末子の年齢、

親世帯の同居ならびに男女の勤務時間、通勤時間

なども絶対的な参加程度に影響している。石井ク

ンツ（2004）は共働き家庭男性の家事参加に注目

し、家族の援助、夫の職場環境、時間的、相対資

源の差や性別役割分業観を用いて実証分析した。

心理的より構造的な要素が影響力を持つことが指

摘され、石井クンツ（2013）の研究でさらにニー

ズが多くなるほど、夫の余裕があるほど、夫婦間

の格差が少ないほど、加えて意識的に平等な分業

観を持つほど男性の育児参加率が高くなり、夫婦

両方がより平等になると示した。そこに女性の意

識が顕在しないけれども、共働き家庭がこれから

も増えるという傾向を考えると、男女間の資源差

がだんだん縮まる反面、ニーズは相変わらず存在

するから、夫婦それぞれの意識で交渉を行い、バ

ランスを取ることが考えられる。松田（2006a、

2006b）は共働き家庭において、分業を戦略の一つ

にして家族の幸福をつなげて考えた結果、より平

等的な分業意識を持つ男性の家事・育児参加が女

性の就業促進効果を証明し、家事参加の規定要因

としてニーズ、時間、相対資源との関係性を示し

た。

したがって男性の家事・育児参加という絶対的

な視点からすると、調査データを分析してみた結

果、男性の労働時間、帰宅時間をはじめとする就

労状況がかなりの影響力を持ち、ほかに女性の家

計貢献、いわゆる夫婦間の相対的資源差が有意で

あると示唆された。また、子どもの年齢、親世帯

の同居が家事・育児の客観的ニーズを決めること

によって男性の家庭参加を規定するとまとめられ

た。

(２)意識と現状のギャップ

前述通り、女性の社会進出に伴い結婚・出産が

遅くなり、ライフスタイルも変わってきた。特に

少子晩婚化、個人化、情報化など社会環境の変化

を背景にしてみると、夫婦間のコミュニケーショ

ンや役割分担、決定権をめぐって日常生活におけ

る夫婦の行動実態と現状認識および今後の意向を

捉え、男女の違いや現状と意向のギャップを明ら

かにするため行われた1994年生命保険文化セン

ターの「夫婦の生活意識に関する調査」を挙げて

みよう。調査は首都圏の20－49歳既婚男女を対象

にし、3000人のうち2355人から有効調査票を回
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収したものである。

単純集計の結果からみると、家事について料理、

食事後の片付け、掃除、買い物、洗濯という五つ

の項目は多少の差がみられても、現実的に半分以

上が「全て妻が行う」、夫が自ら進んで手伝うケー

スは10％前後しかなかった。これに対して夫に進

んで手伝ってもらいたいとする妻は25％である。

つまり現実と理想の間にまだ15％くらいの

ギャップが残っている。そのギャップとはまさに

女性の意識の変化がもつ効果には限界があること

を示すものである。理想でも現実でも家事の分担

は妻が主役であることは変わりなかったことも興

味深い点である。それに、育児も同じ傾向である

が、男性は家事より育児に積極的参加している姿

が見えた。

この調査データを用いて李基平（2008）は妻の

期待を導入し夫の家事参加が妻に与えた影響を検

討した。妻は必ずしも夫に多くの家事参加を望ん

でいるわけではないから期待充足度 を取り入

れ、重回帰分析の結果、常勤の妻が一番高く期待

を持ち、しかも夫の家事参加度も一番高かった。

ただし夫婦関係に最も満足を感じるのは専業主婦

であることも分かった。が、いずれにしても夫の

家事参加度は圧倒的に低い水準に偏って分布して

いることも指摘された。結論としては期待充足度

が正の方向に大きいほど、妻の夫婦関係満足度が

高いと示唆された。すなわち女性の意識と男性の

行動との関連性は婚姻生活全体の幸福感・満足感

とも繫がりを示した。

ところでこの調査と同じ質問項目を使い、同セ

ンターが2002年に行った既婚女性の生活設計に

関する調査を見てみると、夫の家事参加が現状と

してほぼ変わらない反面、女性のほうが参加して

ほしいという意欲が10％くらい高くなったこと

が示された。育児についてはもともと女性の期待

度が高かったため、統計の数値に著しい変化は見

られなかった。さらに、女性の意識変化で期待が

高くなることに対して、男性の参加現状が90年代

から最近まで大きく変わっていないことは2012

年内閣府経済社会総合研究所が行った「インター

ネットによる少子化と夫婦の生活環境に関する意

識調査」からも確認ができた。

４．女性の性別役割分業意識と男性の家事・

育児分担

本稿の焦点は女性の意識と男性の家事・育児と

の関連性にある。二章と三章は女性の意識を規定

する要因をまとめ、調査で女性のライフスタイル

を見てから男性の家事・育児参加を取り巻く環境

をおさえ、意識とのギャップを概観した。ところ

が男女の性別役割分業意識が家事・育児に正の影

響を与えることは欧米（石井クンツ2009、オーキ

ン2013、アーネ2001）やアジア（李1991、山根

2014、斧出1995）など諸外国の研究で検証された

にもかかわらず、日本において一貫した結果が出

てこなかった。ただ一言で関連がないというわけ

ではなく、夫婦間の役割分担という相対的な面に

着目してみると、促進するか制約するかに分けて

報告されたと分かった。無論、男性自らの分担行

為や情緒的なサポートが女性の意識ならびに就業

行動などにも積極的な影響を出していると検証さ

れていたが、全体的にまだ少数派である。よって、

第４章は前述の結果を踏まえながら、女性の意識

と男性の分担との関連性を整理する。

また、前述の分析においても提起されたように、

家庭内の役割分業は単に意識で左右するものでは

なく、男女両方の雇用状況、子どもの年齢などの、

相対資源やニーズなども規定要因である。よって

本章はその影響も念頭に置き、規定要因理論の枠

において意識と現状をまとめていきたい。

(１)男性の家事・育児が促進された場合

本節は女性の意識により男性の家事・育児分担

が正の方向に進んだことから整理する。家庭が築

かれた後、女性の妊娠・出産などで家庭内のニー

ズは変わってくるが、第３章にもまとめられたよ

うにニーズの規定効果は男性の絶対的な参加に限

られている。そのため、役割分業を動かすために

相対資源の効果が大きくなった。相対資源は経済

的、文化的で有形・無形に分けられ、時間的な余

裕も資源の一部として捉える。そこで主に検討さ
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れたのは女性が就労により、経済的、社会的資源

を多く保有し、家計貢献度も高くなる場合である。

全国家族調査のデータを利用して分析を行った結

果、妻の家計貢献度が高いほど夫は伝統的な性別

役割分業を否定的に思う傾向を示した（島2011）。

収入が増えることで妻は家庭内の権力を持ち、さ

らに就労する高収入女性の多くは高学歴であるた

め、夫との間の文化的相対資源の差も小さい。時

に妻の資源が上回ることで夫が主夫になるケース

もある（西岡2004）。逆に、中川（2010）の研究で

は、妻の学歴と就労することで家庭内の役割分業

に対する責任意識がおさえられることも示唆され

た。

なお相対資源のなかに、時間的要因も挙げられ

た。妻が社会的役割を担うことにより、家事・育

児に費やす時間が十分に取れない場合、夫が家庭

内の役割を分担するように変化が生じうる。全国

家族調査で妻の家事・育児の余裕がなくなり、家

庭労働の時間が少なくなるため、積極的に夫の協

力を求め、夫の育児分担が多くなることが松田

（2006b）などの研究で明らかにされた。特に家事

をめぐる分業について、夫が時間的に余裕がある

ほど分担も多くなると論じられた（中川2008）。

また、経済や時間などを考慮し、合理的な選択

をするためにいったん成立した分業は再び調整す

ることもある。一般的にいえば、男性は稼得役割

で女性は家族役割を果す方向になるが、ニーズや

相対資源の変化、ならびに意識効果により女性が

稼得役割、男性が家庭役割を課される時、夫婦間

で拮抗し合いながらバランスを取ろうとする。そ

の均衡点は「ジェンダー契約」（舩橋2004）と名付

けられ、契約をめぐる拮抗行動が「交渉」（アーネ

2001）として扱われている。さらにそこで達成し

た夫婦間の対等関係は「情緒的なサポートの授受、

家事・育児の分担、あるいは仕事で得た賃金と家

事育児の交換などにおいて夫婦間のバランスが取

れている状態を指す」（永井、松田2007：139）と

説明される。

松田・鈴木（2002）の検証によれば、配偶者の

労働時間が長くなると本人の家事・育児時間が増

加するけれども、夫の家事時間は妻の労働時間が

自分以上に長いときだけ増加し、量的にも妻ほど

ではなかった。その理由としては一般的に男性の

稼得役割が強く果され、就労することによって収

入を得る。女性の賃金は男性より低いから夫が稼

ぎにいくほうが同じ時間の中でもより多く稼げる

から合理的であると思われる。だが現代社会にお

いて、女性の高学歴化と社会進出が進んでいくな

か、経済的、文化的な資源を女性でも多く保有す

るようになった。加えてキャリア志向で家庭より

仕事のほうに対して責任意識を持つ女性であれ

ば、自らも稼得役割を果そうとする。共働きの家

庭においては、男女の相対資源にあまり格差が見

られないため、交渉で役割分業を決めることが多

く行われるようになった。

他方、働く女性の相対資源が増加したことに限

らず、専業主婦でも特に妊娠・出産の時期に育児

のニーズが現れ、全体的に家庭内の「やらなけれ

ばならないこと」が増え、ニーズが高まってきた。

しかも結婚・出産は女性の優勢をリセットし（大

理2014）、性別役割分業をより固定化していくプ

ロセスである（松信1995）と示された反面、実際

のところ、結婚して子どもが就学する前までの間

は役割分業がまだ完全に固定していない時期でも

あると考えられる。かくしてその時期が交渉を行

う好機であり、時間的余裕、経済的合理性とニー

ズの解消効果などをもって夫婦間の交渉で役割分

業を調整することもより容易に行われ、男性の家

事・育児分担促進効果がより大きく見えると報告

された（永井1999、石井クンツ2013）。

そのうえ、家庭を超えて非市場型社会における

男女の参加も役割分業が存在すると指摘され、女

性のケア参加がよりポジティブであると示された

とともに、教育年数が長いほど社会参加に積極的

であることも明らかになった（松井2010）。就労と

いう有償活動に限らず、ボランティア活動なども

含めて現代女性の家事労働時間を縮小し、交渉し

て男性の家事・育児参加を求める必要性を高める

ことに働きかけている。とはいうものの、前述研

究の多くは女性だけを調査の対象にし、夫婦の片
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方に力点を置いてあるものである。交渉として成

り立つ拮抗関係である以上、男女両方を含まない

と働きかけに対する「返事」が分からなくなって

しまい、男性が交渉を如何に認識しているのかも

把握しきれない部分が残る。よってこれからはペ

アデータを取り扱って男女両方の立場から質的方

法を用い、流動する性別役割分業ならびにそれを

めぐる意識の「流れ方」を把握する必要があると

多くの二次分析が示唆した（島2011、松井2010、

中川2010、李2008）。

そこで貴志・平田（1999）の研究は夫婦を対象

にし、考察を行った。その結果から妻の就業や社

会的参加と性別役割分業意識との関連が示され

た。妻が社会参加により多くの時間をかけるため

平等的な分業意識を持ち、これに対して夫の伝統

的な性別役割分業意識が妻の社会参加を制約する

効果も示唆された。すなわちその報告で就業に専

念する妻は自身の性別役割分業意識が重要で有意

でありながらも、非就業でいる理由として夫の伝

統的な性別役割分業意識の影響が見られると分

かった。さらに、夫の収入効果が妻の就業を抑制

する効果は女性の学歴と所得階層によって違い、

四大卒の女性にそれが特に強く働いていることが

平尾（2005）の研究で報告された。すなわち女性

の意識で男性の家事・育児分担に働きかけるうち、

相対資源などの規定要因も夫婦間の権力関係に入

れて考える必要がある。

(２)男性の家事・育児が制約された場合

次は男性の家事・育児分担が制約される場合を

検討するが、結果的に抑制されたとしても理由は

いつくかに分かれる。一つは女性の意識で、いわ

ゆる加藤（1997）が指摘した女性自らが家庭役割

に責任を感じ、主体的に選択したことと夫に協力

を求めない無意識的な選択である。もう一つは男

性の意識で、男性である優位性を保つためにあえ

て家庭内の役割を分担しないで男らしさを強調す

る。ところが男女自身の意識と関係なく社会的な

規範も日本で特に根強く存在すると言われ、強制

的に伝統的な性別役割分業を選ぶしかないことも

ある。本節はこのようなカテゴリーで男性の家

事・育児分担制約を整理する。

１)女性の意識

男性だけではなく、女性の中にも伝統的な性別

役割分業意識を持つ人が多い。たとえ女性のライ

フスタイルに関する意識の調査や男女共同参画を

調べる調査で「男は仕事、女は家事」という言い

方が支持されなくなっても、暗黙に女性は家庭責

任を強く意識することは事実である。中川（2010）

が家族調査のデータを使って妻の家庭責任意識を

検証してみた結果、責任意識によって妻が家事・

育児を多く行い、夫の分担を少なくしたことが明

らかになった。しかも妻の責任意識で直接夫の分

担を制約しただけではなく、妻の意識によって家

事労働を遂行することも同じような抑制効果を持

つと証明された。Greenstein（1996）の研究で夫婦

両方が伝統的な性別役割分業を認めるほど夫の家

事分担が少ないと指摘し、この点について日本も

共通で、妻の伝統的な意識が抑制効果を示した（西

岡2004）。

一方、妻がそれほど家庭に対する責任意識を持

たなくても、夫と交渉しないで協力も求めないこ

とがある。普段妻が中心となって家事や育児を

行ってそれをすべてこなせない場合のみ夫が支援

するという家事分担の形が現代社会で多く見られ

（松田・鈴木2002）、共働き夫婦であってもほとん

ど妻一人で家庭内のことを処理し、育児以外の家

事は手を抜くか、外部サービスを利用することで

家事と仕事のバランスを取り、夫による代替はき

わめて少ない（永井1992）と報告された。

２)男性の意識

そこで男性の代替が少ない理由として男の意識

が挙げられた。全国家族調査1999年と2004年の

データを分析し、松田（2006b）は男性の性別役割

分業意識が家事分担、育児分担のいずれにも影響

を与えないと指摘した。家事・育児のニーズが存

在すると意識しながらも分担は積極的にしない原

因として、England（2011）は妻と同じ相対資源を

持ち、もしくは妻に上回られた男性があえて育児

や家事を行わないことで性別役割分業を強め、男

らしさを維持していると説明した。ZuoとTang
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（2000）がこのことを分析するにあたり、社会経済

的地位の低い夫にとって妻の就労は脅威であると

いう「脅威仮説」を提示した。男らしさと共通に、

妻の就労などにより相対資源が大きくなり、夫の

稼得役割が十分に果せていないことが表に出さ

れ、「男のプライド」が傷つけられたという。かつ

「男」としてのアイデンティティを喪失したため、

妻に不満を感じ、夫としての権威を維持するため

に戦略としてとられたのは家事・育児にかかわら

ないで性別役割分業を強調することである。それ

はまた女性に家庭役割を期待する同時に就業を制

約し、自身の稼得役割を強化する、すなわち女性

が性別役割を動かそうとする一方で男性が稼得役

割という地位を譲らない姿を示したとKenneth

（2006）が説明した。日本の社会において検証して

みた結果、特に社会経済的地位が比較的低く、低

学歴で年齢の高い夫においてそうした事例は多く

報告され、妻の性別役割分業意識、就労状況、な

らびにそのた相対資源の保有で夫の意識や家事・

育児分担に及ぼす影響は夫の社会経済的地位に

よって異なり、地位が高いほど影響力が顕著であ

ることも論じられた（島2011）。

３)社会規範

なおもう一つ、前述女性の意識で検討した規範

と違う視点で見る日本社会の暗黙なルールがあ

り、その外面的な規範が「女性性」や「男性性」

などで男女のあるべき姿を作り上げている。家父

長制が廃止され、核家族が増えてきた現在、家庭

の利益や社会全般の安定などを目的として、性別

役割分業が合理化され、このような社会規範にし

たがって行動する同調行為が求められる。法律上

にそう決められていなくても、モラル、神話など

によってキャリア志向の女性を家庭に留めようと

している。高学歴化の進行で結婚・出産年齢は遅

くなってそれに関する規範も緩んできたが、性別

役割分業の規範はまだ定着していると説明され

（柏木2003：76-78）、同じ就業して資源を持つ女

性でも女だから家事を行わなければならない、母

だから育児をしなければならないという隠れた社

会的な勢力が存在する（Komter 1989）。それに加

えて多くの家事と育児を分担するようになってし

まった女性の姿もしばしば見られる（Tichenor
 

1999）。女性の家庭的性格によって価値をつけ、家

事をこなし、子どもを育てる有能さや介護まで含

む能力から職業的価値が生み出されたと加藤

（1997）に指摘され、そのような状況で女性自身の

意識が左右されるだけではなく、男性の意識を含

めて家庭の外側からもストレスがあるといえよ

う。

というわけで、相対的に男性の家事・育児分担

を議論するとき、二次研究をまとめた結果、女性

の意識で男性の分担が促進された場合と制約され

た場合があると分かった。特に相対的な分担を検

討すると、ニーズの規定効果が弱くなり、夫婦間

の資源が分担を促す主な要因として挙げられた一

方、おさえられた男性の分担は女性だけの意識に

限らず、男性自身の分業意識や社会全体の規範な

どもよく提起したものだと整理された。

５．ま と め

ここまでは性別役割分業の規定要因という枠組

において、女性の意識と男性の家事・育児との関

連性に着目して整理した。本稿を締めくくりにあ

たり、その到達点を確認し、今後の課題を示した

い。

男性の家事・育児を見る視点から絶対的な参加

と相対的な分担から分けて捉えてみると、女性の

意識との関連性があり・なしに示された。まず意

識に大きく影響されない絶対的な男性の家事・育

児参加について、女性の社会進出という現象を踏

まえて夫婦間の分業意識を検討すると、妻が就労

する場合、女性自身の意識が効果を示した一方、

妻が非就労である場合、男性の夫が持つ伝統的な

性別役割分業意識がより影響力を持つことが示唆

された。まだ根強く存在する伝統的な性別役割分

業規範において、男性の賃金労働・稼得役割と女

性の家事労働・家庭役割が結婚と出産を経て一層

固定化されることも検証された。女性が収入、学

歴、職業威信などで積み重ねてきた相対資源の優

勢も結婚・出産によりリセットされる恐れがある
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かもしれない。なお男性の参加において、家事よ

り育児のほうが積極的であることも示された。要

するに妻の家計貢献、夫の就労状況、末子年齢や

親世代の同居などの要因に規定される男性の絶対

的家事・育児参加は意識と無関係とはいえないが、

意識が直接左右するとも言えないというのが事実

だろう。

その一方、相対的で夫婦間分担にしては結婚か

ら出産、さらに子どもが就学前までの間はニーズ

が高まり、役割分業がまだ完全に固定化していな

いうちに交渉を行うことが可能となり、それを機

に男性の家事・育児分担を促進することも考えら

れる。特に共働き家庭において、夫婦双方の資源

格差が拡大しなくてもニーズが不変もしくは高く

あるため、交渉もより多く行われる。しかもニー

ズと資源が高いほど、女性の意識が効果的に働き

かけ、男性の家事・育児分担を促進していくこと

と家事より育児への促進効果が大きいことが明ら

かになった。これに対して、社会規範や女性自身

の幸福感など意識的・無意識的な影響で男性の行

動を制約することも報告された。すなわち相対的

な夫婦間分担に関しては女性の意識が一定の影響

力を持つと示された。したがって意識で現状を変

えるかどうかという問題に対して、今までの二次

分析と調査データを整理した結果、直接の効果が

あるとは言いがたいが、少なくとも間接的に家

事・育児の分担と繫がっていると分かった。

ところが二次分析と調査データを両方挙げて整

理すると、議論の課題も見えてくる。第一に、分

析対象の階層は一定の時期において安定するもの

だと想定され、とりわけ女性が家事・育児を担う

前提で議論を展開していく研究にはバイアスがか

かっている。高学歴で有償労働に就く女性の意識

変化が明らかになった以上、役割分業を議論する

ときも相対資源をめぐる共働き夫婦間の格差など

を丁寧に見ていく必要があると考えられる。第二

に、学歴や時間など相対資源が規定要因として説

明力を持ちながらも、量的データを扱う二次分析

では学歴が意識に作用するメカニズムおよび時間

配分、家事・育児労働の中身を解明するには難し

い。男性の役割分業は参加と分担に分けて検討し

たけれども、家事と育児に対する意識の効果や規

定要因にまた不一致があるため、さらに具体的な

家庭内労働内容まで聞き取り、現状に至るまでの

経由を把握することが必要である。特に家庭内分

業における女性の現状を踏まえ、男性の家事・育

児分担の効果や限界を明らかにすることが課題と

なる。量的な調査にとどまらず、より一層質的な

部分まで踏み込むことが望まれる。さらに三つ目

の課題として、男女の性別役割分業を検討するこ

とにあたり、夫婦どちらか一個人で家族を説明す

るものではなく、夫と妻の両方を対象にし、ペア

でデータを確保することが有意義だろう。夫婦両

方が家庭内の現状、夫婦間の分担をどう認識する

のか、ならびに同じ家庭状況のなかで役割を遂行

していくうち、男女が感じた葛藤などを当事者の

立場から解明することが今後の課題である。

注

１)資源理論はブラッドとウルフのデトロイト調査

から、夫婦の勢力を「相手の行動に影響を与えるこ

とのできる潜在的能力」と定義し、収入や職業、学

歴などの資源によって勢力関係が決定されると想

定した。

２)子どもの独立心は「自分自身に対する自信」とし

て考えられ、振る舞いや行動に対する影響力も含ま

れる。さらに、男女間で独立心に有意差は見られな

かったことも指摘された。（末盛2002：110）

３)日本版 JGSSは大阪商業大学比較地域研究所が

文部科学省指定をうけ、（1999－2003年度）東京大学

社会科学研究所と共同で実施しているプロジェク

トで、20－89歳の男女を対象に全国で実施したもの

である（真鍋2004：30-31）

４)久保（2007）の研究では2005年UIゼンセン同盟

による子どものいる女性労働者の調査データを用

いて分析した結果、ニーズ論、相対資源論が支持さ

れず、時間制約論とイデオロギー/性役割論が支持

されたとわかった。

５)期待充足度＝夫の家事参加度－妻の期待水準（李

2008：73）
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